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１．背景と目的 

 2011 年東北地方太平洋沖地震を背景に沿岸防災では

減災対策の見直しが行われている．本報告では津波減

災施設として海岸砂丘に着目する．砂丘は背後地の津

波浸水被害を低減すると指摘されており 1)，コストや環

境面から津波防御や二線堤への利用に効果を挙げる可

能性がある．一方で，津波越流時には侵食を生じるこ

とが示唆されており 2)，実際に侵食事例 3)が報告されて

いる．津波被害の予測には数値実験が用いられ，土砂

侵食モデルも提案されている 4)．しかし，砂丘を対象と

する検証は行われておらず，複数の津波規模への防御

効果の評価には至っていない． 

本報告では津波土砂移動モデルを使用して数値実験

を行い，将来的に複数の津波規模に対する砂丘の津波

防御機能の評価と砂丘地形を複合的に利用した津波防

護施設における津波減災効果の推定を行うことを目的

とする．また，本報告では砂丘侵食を考慮することに

よって背後地被害に与える影響を明らかにする． 

２．計算手法 

本報告で用いる津波土砂移動計算は流体を扱う流水

計算部分と土砂移動による地形変化を扱う流砂計算部

分から成る．本モデルの流水計算部分では非線形長波

方程式を用い，leap-frog 法によって差分化する．  

 津波に起因する土砂移動では，砂粒の巻き上げによ

って浮遊砂の挙動が卓越する．本モデルの流砂計算部

分には浮遊砂の効果をモデル内に導入した高橋ら 4)の

土砂移動モデルに基づく流砂モデルを使用する．流砂

計算の支配方程式を式(1)から式(4)に示す． 
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ここに λは砂粒の空隙率，ZBは基準面からの底面高さ，

qB は掃流砂量，
SC は平均浮遊砂層濃度，hS は浮遊砂層

厚，w0は沈降速度，τ* はシールズ数，s は砂粒の水中比

重，d は流砂の粒径，α と β は定数である．また，wex

は掃流砂層と浮遊砂層間の交換砂量である．また，流

砂計算部分では実際の現象と数値実験の流速値の乖離

によって数値不安定が生じることを防ぐために，フル

ード数が 2 より大きくならないように流速の上限値を

設定した．その他の計算条件は表 1に示す． 

３．砂丘の津波防御効果 

３．１ 対象領域と条件 

 計算領域は茨城県神栖市沿岸の岸沖断面を対象とし，

津波規模や砂丘・堤防の有無によって浸水範囲に与え

る影響を比較した．図 1は計算に使用した地形の模式

図である．陸域には国土地理院が所有する 5m メッシュ

数値標高データ，海域には 1/60 勾配斜面と水深 30m の

水平部を組み合わせた地形を設定した． 

３．２ 津波規模の設定 

 津波土砂移動計算に用いる津波規模には砂丘の破壊 

 

表 1 津波土砂移動計算の諸元 

 

 

 

図 1 対象岸沖断面 
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項目 計算条件 項目 計算条件

空間格子間隔 5 m 越流条件 本間(1940)

格子数 1843 入射条件 sin波，周期45分

時間ステップ 0.05 sec 境界条件 自由透過

計算時間 1時間半 粒径 0.2mm　

粗度係数 0.025 sec/m1/3 α ＝5.0　

遡上条件 岩崎・真野(1979) β ＝6.0×10-5
係数
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に至るような既往最大を超える津波まで考慮するため

に極値統計を利用して再現期間ごとの津波高を設定し

た．対象領域である神栖市沿岸では過去の津波資料が

少ないことから鍋谷 5)が行った大洗における再現確率

津波高算定と浸水計算の結果を利用して，大洗におけ

る再現期間ごとの津波高を数値計算から求めた大洗沿

岸(水深 8.6m)と神栖沿岸(水深 8.0m)の代表地点の最高

水位の比で補正することで表 2に示す神栖沖代表地点

の再現期間ごとの津波高を設定した． 

３．３ 各津波規模での比較 

 図 2は砂丘を有する地形，砂丘のない地形，砂丘を

堤防に置き換えた地形における津波規模と遡上距離の

関係である．ここで砂丘のない地形は砂丘表法尻から

裏法尻の水平距離 460m の間を直線で結び低平地を仮

定した地形，堤防に置き換えた地形は砂丘のない地形

に対して最大砂丘高さと同じ 8.66m の堤防を配した地

形である．堤防は汀線から水平距離 415m 陸側の地点に

配置し，越流した際に堤防が破壊するとした．図 2よ

り，津波高よりも砂丘高・天端高が高い再現期間 2000

年程度の津波までは砂丘によって背後地への浸水を防

御している．また，堤防では設置位置の関係で砂丘よ

りも遡上距離が長いが堤防前面で同様に津波を防いで

いる．一方，再現期間 5000 年程度の津波ではいずれの

防御施設を用いても背後地への浸水を許しているが，

堤防を利用した場合に比べて砂丘がある場合では遡上

距離がおよそ 1/2 に低減されている．この際に砂丘が頂

部および裏法尻の侵食を生じるものの砂丘地形の一部

が残存しているため，越流を許した場合にも砂丘状地

形が残存すれば浸水範囲を低減する可能性がある． 

 図 3は土砂移動の有無を比較した場合の津波規模と

遡上距離および最大遡上距離到達時間の関係である．

ここで，再現期間 5000 年程度の津波以外では遡上距離

に変化がない．また，再現期間 5000 年程度の津波でも

距離の差が 5m と小さい．一方で，最大遡上高に至るま

での経過時間を比較すると越流を許した再現期間 5000

年程度の津波では到達時間に 7 分の差が生じた． 

４．結論 

 対象の神栖市では砂丘高より小さい津波高に対して

堤防と同様に背後地への越流を防御する効果があるこ

とが明らかとなった．また，既往最大を越える津波に

対しても背後地の浸水を低減する傾向が示された．さ 

表 2 津波の諸元 

 図 2 津波規模と遡上の関係 

 

 

図 3 土砂移動の有無による影響 

 

らに，侵食を考慮することで津波到達時間が危険側に

評価されることが示された．今後は既存の砂丘を利用

した二線堤の効果について検討する． 
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